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※研究計画の進捗状況を中心に今年度の研究実施状況を記載してください。 

本研究の目的は、良好な住宅に長期間居住することで居住者にもたらされる様々な効果を

把握することである。分析は大きく 2 つのフェーズに分けて実施する。フェーズ 1 では、約

10 年前に日本全国の住宅の居住者約 50,000 名を対象として行われた調査で得られたデータ

を用いて、時系列を考慮しない、横断的な分析を行う。フェーズ 2 では、時系列データを用

いて縦断的な分析を行う。それぞれのフェーズの詳細は以下に記載する。 

 

3年目2年目1年目実施事項目的

住環境と健康の関係の多変量解析 (1-①)-フェーズ1-

横断データを用いた
住環境改善による経済便益の

推計手法の確立

経済便益推計プログラムの開発 (1-②)

スケール別経済便益(短期)の算出 (1-③)

追跡調査(1回目)の実施 (2-①)

-フェーズ2-

時系列データを用いた
住環境改善による経済便益の

推計手法の確立

住環境と健康の関係の時系列分析 (2-②)

推計プログラムの時系列データ対応 (2-③)

追跡調査(2回目)の実施 (2-①)

住環境と健康の関係の時系列分析 (2-②)

スケール別経済便益(長期)の試算 (2-④)
 

図 1 研究計画 

 

2022 年度においては、当初予定していた計画を全て達成し、分析結果を国内外の学会や国

際ジャーナルに順次投稿している。以降に今年度の研究成果の一部を概説する。 
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住宅は人々が一生のうちで過ごす時間が最も長い空間であり、居住者の健康維持増進を図る

うえで重要な生活基盤である。例えば、冬、室温が 18℃を下回ると高血圧や心疾患等に罹患

するリスクが大きく高まることが分かっている 1)。しかし、日本の国土交通省が行った調査 2)

によると、調査対象 46,868 世帯のうち 4 割程度が、住宅の「断熱性」、「高齢者への配慮（段

差がない等）」、「遮音性」といった項目に対して不満を感じている。これは、住環境改善へ

の投資が不十分であることが主な理由として考えられる。同調査 2)においても、今後住宅を改

善する意向のある世帯のうち 5 割以上が「資金・収入等の不足」を課題として訴えている。 

そこで、住環境改善による効果の一つとして、「経済便益」に着目した。住宅の改修・改築・

住み替え等により住宅内の環境を改善した場合、居住者の健康状態が改善される。そして、健

康状態が改善されれば、医療費がかからなくなる、仕事の欠勤が減ることで所得損失が抑制さ

れる、といった経済便益につながることが期待できる。このような仮説を検証するため、分析

を行った。 

その結果、住環境を改善することで、居住者の健康状態が改善され、経済便益の獲得につな

がる可能性があることが分かった。結果の一例として、東京都の戸建住宅に住む男性（49 歳）

が、断熱サッシを採用した住宅程度の性能にまで自宅を改善した場合、自己負担分の医療費（総

額の 3 割）の観点でもたらされる経済便益は年間約 6,000 円、仕事の欠勤の減少に伴う所得

損失抑制の観点では年間約 22,000 円であると推計された。健康保険料から負担される医療費

（総額の 7 割）の観点でもたらされる経済便益は年間約 14,000 円と推計された。さらに、同

様の推計を日本の全都道府県の戸建住宅/共同住宅に住む 30～60 代の男女全てのパターンで

実施し、それらの効果を積算したところ、保険料負担分の医療費は総額で年間約 1 兆円削減

されることが分かった（図 2）。これは、我が国の医療費総額 3)の約 3%に相当する値である。 

 

 
図 2 経済便益（保険料負担分の医療費の削減効果）の推計結果 

 

2023 年度からはフェーズ 1 における成果の更なる深化を検討するとともに、フェーズ 2 で

予定していた分析の実施やその成果の論文化を行う。 
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